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年 12 月 31 日現在

(単位：円)

流動資産 （ ） 流動負債 （ ）
現金及び預金 買掛金
電子記録債権 短期借入金
売掛金 1年内返済予定の長期借入金
商品及び製品 未払金
仕掛品 未払費用
原材料及び貯蔵品 未払法人税等
前渡金 契約負債
前払費用 預り金
その他 本社移転損失引当金

その他

固定資産 （ ） 固定負債 （ ）
 有形固定資産 （ ） 長期未払費用

機械及び装置
工具、器具及び備品
建設仮勘定

（ ）
 無形固定資産 （ ）  資本金 （ ）

その他  利益剰余金 （ ）
（ ）

 投資その他の資産 （ ） 　繰越利益剰余金
投資有価証券 評価・換算差額等 （ ）
出資金 （ ）
長期前払費用
繰延税金資産
その他

5,350,000

117,049

304,957,852
304,957,852
304,957,852

117,049

19,908,317

 その他有価証券評価差額金

5,335,000
15,000,000

2,535,100
34,777,872

10,000

その他利益剰余金

【純資産の部】
株主資本

5,335,000
319,957,852

320,074,901
16,979,200

資 産 合 計

9,903,572

547,929,979負 債 及 び 純 資 産 合 計
純 資 産 合 計

547,929,979

18,321,664

5,661,600

135,035,451 1,783,329
96,805,470

175,148,323 1,783,329

負 債 合 計 227,855,078

372,781,656 226,071,749

140,653,210

84,910,946 40,136,918
4,424,905 100,000,000

12,107,000
60,167,659 21,938,986

1,751,337
27,169,310

9,355,401
7,751,1931,413,265

6,248,786

23,915,334

36,627,600

200,004
14,419,951

貸　借　対　照　表

科　　目 金　　額 科　　目

【負債の部】【資産の部】

2023

金　　額
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自 年 1 月 1 日
至 年 12 月 31 日

(単位：円)

受取利息

受取配当金

補助金収入

その他

支払利息

支払保証料

為替差損

その他

投資有価証券評価損

固定資産除却損

本社移転費用

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

損　益　計　算　書

営 業 利 益

営 業 外 費 用

2023

2023

科        目 金        額

99,840,376

24,478,602

1,450,295,366

1,058,952,565

391,342,801

291,502,425

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

特 別 損 失

20,500

税 引 前 当 期 純 利 益

経 常 利 益

2,033,559

122,285,419

1,673,123

2,549,973

73,930,107

2,347

24,300

21,646,000

2,805,955

283,637

76,735

64

11,314,646

40,338,100

△ 5,867,907

108,400,300

当 期 純 利 益

13,885,119

34,470,193
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自 年 1 月 1 日

至 年 12 月 31 日

(単位：円)

株主資本等変動計算書
2023

2023

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産
合 計資 本 金

利 益 剰 余 金

株 主
資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評 価
差 額 金

評価・換算差
額 等 合 計

その他利益剰余金
利 益
剰 余 金
合 計繰越利益剰余金

当期純利益 73,930,107 73,930,107 73,930,107 73,930,107

当期変動額

△ 151,042 △ 151,042 73,779,065

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額） △ 151,042

117,049 320,074,901117,049

△ 151,042

当期末残高 15,000,000 304,957,852 304,957,852 319,957,852

△ 151,042

当期変動額合計 ― 73,930,107 73,930,107 73,930,107

268,091 246,295,836246,027,745当期首残高 15,000,000 231,027,745 231,027,745 268,091
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Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１.　資産の評価基準及び評価方法

① その他有価証券

・ 市場価格のない株式等以外のもの

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

・ 商品及び製品 個別法による原価法

仕掛品

原材料及び貯蔵品

2.　固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

② 無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は次のとおりであります。

３.　引当金の計上基準

① 貸倒引当金

② 賞与引当金

③ 役員賞与引当金

④ 本社移転損失引当金

４.　外貨建の資産及び負債の本邦通貨へ

の換算基準 

５.　収益及び費用の計上基準

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に

基づき当事業年度に見合う分を計上しております。

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業

における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す

る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のと

おりであります。

当社は、レーザー関連の製品及び商品の販売および保守

サービスの提供を主として収益を得ております。

当該販売については、顧客に引き渡された時点又は検収

時点で収益を認識しております。

ただし、当該国内の販売のうち、出荷時から支配移転時

までの間が通常の期間である取引については、出荷時点

で収益を認識しております。

また、保守サービス等の役務提供について、役務提供完

了時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識し

ております。

個別注記表

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定)

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

機械及び装置　　　　　　４年〜９年

工具、器具及び備品　　　４年〜15年

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

ソフトウェア（自社利用分）５年（社内における利用可

能期間）

役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基

づき当事業年度に見合う分を計上しております。

本社移転に係る損失に備えるため、当事業年度末におけ

る損失見込み額を計上しております。
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Ⅱ 貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額

Ⅲ 損益計算書に関する注記

本社移転費用

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の総数に関する事項

(単位：株)

（変動理由）

普通株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

Ⅴ

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産

棚卸資産評価損 円

原状回復費用 円

本社移転損失引当金 円

未払事業税 円

その他 円

繰延税金資産小計 円

評価性引当額 円

繰延税金資産合計 円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 円

繰延税金負債合計 円

繰延税金資産の純額 円

Ⅵ

2023年３月23日付の株式分割（１：1,000）による増加　299,700株

527,850

2,674,161

2,942,263

1,390,255

9,965,223

−

9,965,223

税効果会計に関する注記

普通株式 300            299,700        

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業

における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す

る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のと

おりであります。

当社は、レーザー関連の製品及び商品の販売および保守

サービスの提供を主として収益を得ております。

当該販売については、顧客に引き渡された時点又は検収

時点で収益を認識しております。

ただし、当該国内の販売のうち、出荷時から支配移転時

までの間が通常の期間である取引については、出荷時点

で収益を認識しております。

また、保守サービス等の役務提供について、役務提供完

了時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識し

ております。

△ 61,651

△ 61,651

9,903,572

300,000        

82,320,149

株式の種類
当事業年度期首

の株式数

当事業年度

増加株式数

当事業年度

減少株式数

当事業年度末

の株式数

　当社は、2024年２月及び３月に新本社移転及び事業所統合を予定していることから、本社及び京

大桂VPラボの新本社への移転に掛かる費用等を本社移転費用として特別損失に計上しております。

2,430,694

円

－

金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については預金等、安全性の高い金融資産で運用しております。資金調達につ

いては、資金計画に照らして必要な資金を主に金融機関からの借入により調達しております。

　営業債権である電子記録債権及び売掛金は顧客との信用取引によって発生したものであり、決済期

日までの期間は顧客の信用リスクに晒されておりますが、販売管理規程又は与信管理規程等に従い、

信用リスクを管理しております。投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されており

ますが、四半期毎に時価の把握を行なっております。
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（1）投資有価証券

時価（円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

資産計

時価（円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

負債計 - 12,083,515 - 12,083,515

長期借入金（１年内返済

予定の長期借入金を含

む）

2,535,100 - - 2,535,100

　（2）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の以外の金融商品

区分

- 12,083,515 - 12,083,515

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　（1）時価で貸借対照表に計上している金融商品

区分

2,535,100 - - 2,535,100

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。「現金及び預金」

については現金であること、及び預金が短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することか

ら、注記を省略しております。また、「電子記録債権」「売掛金」「買掛金」「短期借入金」「未払

金」「未払法人税等」「預り金」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであるこ

とから記載を省略しております。

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。

観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され

る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した

時価

レベル１の時価：

観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の

時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル２の時価：

レベル３の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ

れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順

位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（2）長期借入金（1年内返済

　　 定の長期借入金を含む）

2,535,100 2,535,100 -           

(12,107,000) (12,083,515) （　△23,485）

貸借対照表

（単位：円）

時価（＊）
計上額（＊）

差額

　営業債務である買掛金等は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。短期借入金は運転

資金、長期借入金は設備投資に必要な資金調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で

１年後であります。このうち短期借入金は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されておりま

す。
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Ⅶ 収益認識に関する注記

Ⅷ 1株当たり情報に関する注記

① 1株当たり純資産額

② 1株当たり当期純利益

Ⅸ 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

　当社は2023年２月15日開催の取締役会の決議に基づき、2023年３月23日付で普通株式１株につ

き1,000株の割合で株式分割を行いましたが、当期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、

１株当たり当期純利益を算定しております。

　上場株式は相場価格を用いて評価しております、上場株式は活発な市場で取引されているため、

その時価をレベル１の時価に分類しております。

　元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法

により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（1）投資有価証券

（2）長期借入金

　顧客から生じる収益を理解するための情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「5.

収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

1,066円92銭

246円43銭


